
当事務所は、日頃から顧問先企業様のご事情やご様子をお伺いし、気になる点があ
れば事前にトラブル発生の予防や対策のご提案を、また、有事の際には杓子定規で
はない会社様ごとの事情に即した解決案をご提案します。 会社経営の「相談役」を
お探しであればぜひ当事務所にお声がけください。



「弁護士は必要な時に相談すればよい」というお考え等もあろうかと思われます。
しかし、いざ弁護士に依頼する必要が生じた場合、時間がない中で、会社の事業や対応方針
に適した弁護士を最初から探す労力的、精神的な負担は非常に大きく、対応が後手に回って
しまう可能性もあります。
また、弁護士としても、初めてご依頼いただく場合には、企業様ご
との異なる特徴・ご事情について把握ができていない状態のた
め、個別具体的なご提案をすることが難しい場合もございます。
顧問弁護士の場合、常日頃からコミュニケーションをとることで、
会社の特徴・ご事情について把握できていることから、会社の特
徴・ご事情に合った、より的確で適切なご提案が可能となります。

お取引先が作った契約書には一方的に有利な契約条項が盛り込まれていることも
あるため、可能であれば修正を行い、修正が難しい場合にはリスクを予め把握し、取
り得る対応や準備を事前に検討することが重要です。
（取引先から契約書が提示されない場合は、当方側のリスクを減らした契約書を作
成することも可能です） また、就業規則を始めとする社内規程の整備も重要です。
毎年の法改正に合わせて社内規程を更新することは大変な負担となりますが、顧
問弁護士を法務部の代わりとして社内規程の更新確認を行うことも可能です。

他の専門家と同様に、弁護士にも得意分野・不得意分野というものが存在します。 
そのため最近では弁護士も、医師の世界のように、既に顧問契約を締結している弁
護士とは別の弁護士の意見も聞いたうえで、最も納得できる方針や説明を提案した
弁護士に依頼するというケースも増えております。
大切な事業を守る上では、慎重に、万全を期するということがとても重要ですので、
ぜひ、複数の弁護士の意見を聞く「弁護士のセカンドオピニオン」をご活用ください。

当事務所はちょっとしたお悩みや
不安も相談できる「街角なんでも相
談所」です。
アットホームな雰囲気ですので、お
気軽にご相談ください。

会社内部から会社経営をサポート
した経験から、弁護士としての理論
的な観点からだけでなく、会社側の
現場のご事情・ご都合の観点も踏
まえて解決策をご提案いたします。

中国語による対応も可能なため、中
華圏にクライアント様をお持ちの
場合や中華圏に関連するお悩みが
ある場合でも、法務サービスをご
提供することが可能です。

※当事務所はサービス内容のカスタマイズ
サービスを提供しております。 左記の金額は
不要なサービスを全て落とした場合の、最低
サービスご利用料となります。 一般的なパッ
ケージのサービスご利用料等の詳細について
は、当事務所までお問い合わせください。

近年では、従業員と事業者との間で、未払い残業代
問題、解雇トラブル、パワハラ・セクハラを始めとす
るハラスメントトラブルが問題となるケースが増え
ております。
これらの事件では、場合によっては事業者側が数百
万円単位の支払義務を負うこともあります。
特に中小企業や個人事業主にとっては、会社運営に
与える影響が大きいた
め、事前の職場環境の
改善・日常における労
務管理が非常に重要と
なります。

債権の回収は事業の資金繰りに直結する非常に重要な問題と
なるため早期の解決が必要となります。
既に回収を図っている場合（内容証明郵便を何度も送付してい
る等）でも、弁護士が会社の代理人として交渉することでプ
レッシャーを与えることができ、任意の支払いに応じる可能性
が高くなる場合があります。
また相手方に支払う見込みがないような場合には、速やかに訴
訟等の次の手を打つことが可能となります。
なお、債務者が財産の隠匿等を図る恐れや他債権者との競合
が生じる恐れがある場合には、債権回収の可能性を上げるため
に、訴訟に先立ち仮差押等を行うことを検討する必要がある
ため、やはり早期にご相談いただくことをお勧めいたします。

AIによる契約書等レビューシステムを導入し、契約書・社内規程確認業務を行うことで、従
来の弁護士×AIによるダブルチェック体制が実現し、貴社へ、より迅速で高品質なサービス
を提供することが可能となっております。
迅速かつ高品質な契約書・社内規程のチェックが必要な場合はぜひ、ご利用ください。


